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第１ 計画の趣旨 

 １ 計画の改定 

  当財団が県出資の公益法人として設立され県生涯学習センターの管理運営と生涯学習事 

業を開始し、さらに文化振興部門と男女共同参画部門を加えながら四半世紀以上が経ち、 

当財団を取り巻く環境は大きく変化している。 

  制度面では、公の施設にかかる指定管理者制度への変更と公益法人制度の改革という大 

きな変化があった。また、社会環境面では、当財団の事業分野である県民の生涯学習、文化

活動等が活性化する一方で、地域社会における少子高齢化の進展等により当財団の事業の

あり方も大きな影響を受けている。 

さらにこの間、バブル崩壊以降の長引くデフレ経済のもと、県財政の厳しい状況が長年に

わたり続いた（行財政改革）。この影響で当財団の収益の太宗を占める指定管理料が抑制さ

れてきた。そのうえ、日銀の大規模金融緩和による金利水準の低下に伴い資産運用収入が大

幅に減少するなど、結果的に当財団において事業費の財源として基本財産・特定資産の取崩

しに依存せざるを得ない状況が続き、経営状況は厳しさを増してきた。 

これらを踏まえ、中期経営計画を策定して平成２６年度から３年間（第１期）、平成２９

年度から４年間（第２期）、更に令和３年度から３年間（第３期）、経営改善に取り組んでき

た。これにより一定の成果が上げられたものと考えられるが、わが国経済の先行きや金融政

策の動向がいまだ不透明であることから、引き続き経営改善の取組みを行っていくため、計

画を改定するものである。 

 

 ２ 計画期間 

  令和６年度から令和８年度までの３年間とする。 

 

第２ 取り巻く環境と財団の現状及び課題 

 １ 取り巻く環境の変化 

 （1）公の施設にかかる指定管理者制度への変更 

   ホールなどの文化施設をはじめとする地方公共団体設置の公共施設の管理運営方式に  

関して、地方自治法改正により「公の施設にかかる管理委託制度」が廃止され「指定管理

者制度」が創設され、本県の県立施設には平成１８年４月に導入された。この制度では民

間企業等の参入が認められるとともに、一定の指定期間が設定される。 

 民間企業等との競争の中で指定管理者に選定、更新されるためには、魅力ある事業企

画、サービス提供のノウハウ、コスト競争力がより強く求められることとなった。 

   当財団は、県生涯学習センター、県男女共同参画センター及び県郷土館について、設

置当初から管理委託を受託し、引き続き平成１８年４月から指定管理者に指定され、これ

まで更新を重ねている。さらに平成２６年度に洗心庵が追加されるとともに、令和元年度

に県総合文化芸術館について、共同事業体として指定管理者の指定を受けた。 
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 （2）公益法人制度の改革 

   公益法人改革三法の施行（平成２０年１２月。下記【注】）により、非営利法人の設立  

について許可主義〔公益法人として設立〕から準則主義〔一般法人として設立〕に改正さ

れるとともに、法人運営についても主務官庁監督指導型から法人自己責任型へと転換し

た。 

このため法人の自由度、自立性が高まる一方、自己管理が強く要請され、ガバナンスの

強化、情報公開など経営管理の強化が求められるようになった。 

   当財団はさらに、公益目的事業を主目的とする法人として、県知事による公益認定を  

受け平成２４年４月に公益財団法人として新たにスタートした。このため、運営に当たっ

て公益目的事業比率（５０％以上）などの遵守事項があり、また、報告徴収など県知事に

よる指導監督下に置かれている。 

   【注】 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

       公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 ほか。 

 

 （3）社会環境の大きな変化 

   当財団を取り巻く社会環境をみれば、財団設立の頃に本格化した本県の生涯学習は、  

近年も市町村等の関係施設が増加し身近な学習活動が活性化している。文化施設も一層  

整備が進み、県民の文化活動環境はより充実している。男女共同参画社会の形成に関して

は、地域の身近なところでも進展がみられるが、なお低い水準にある。 

   また、人々の活動を支える情報通信手段の高度化の進展や普及促進が図られ、インタ

ーネットやＳＮＳなどにより施設や現地に行かずに各種情報を速やかに入手、発信でき

るようになった。 

   一方、少子高齢化が加速し、地域社会が抱える課題の多様化、複雑化が進行しており、 

そのような課題に対応するため当財団の事業についても見直しを進めていかなければな  

らない。 

 加えて、社会経済活動は、猛威を振るった新型コロナウィルス感染症に伴う悪影響も

感染の縮小に伴い、新型コロナ禍以前の水準まで回復しつつある。そうした中でコロナ

禍においても、場所等の制約を受けないＷＥＢ会議やテレワーキングが普及したことか

ら、当財団でもそれらのＩＣＴ（情報通信技術）を活用した事業展開を図っていく必要が

ある。 

 

 ２ 経営状況の変化 

  当財団の経営状況を事業構成、組織体制及び財務状況の面からみてみると、現状は次の 

とおりであり、これまでの中期経営計画の取組みを経て大きく変化している点がみられる。 

 （1）事業構成の状況 

  ア 当財団の事業は、分野別に生涯学習部門、文化振興部門及び男女共同参画部門の３   

部門に分かれるほか、若干のその他事業がある。 
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    各部門を通して事業を性質別に分類すると、指定管理事業、自主事業（ 下記【注】 ）   

及び指定管理事業以外の受託事業に分けられる。この分類により事業構成をみてみる   

と、資料－１にあるように、従来から指定管理事業と自主事業とで全体のほとんどを

占めており、現在両者の比率は概ね２.５対１となっている。 

    中期経営計画の取組みを経て、指定管理事業費が増加し構成比率が高まる一方、自

主事業費が大きく減少し構成比率も低下している。 

    【注】自主事業とは、指定管理者の指定や業務委託による事業ではない、自主的に      

実施する事業のこと。指定管理者が当該施設に関してその効用をより高めるな      

どのため、自らの創意工夫により事業を行う場合を含む。 

  イ 指定管理事業については、平成２６年度に県の新施設「洗心庵」の指定管理を受け   

たことなどから増加し、指定管理事業は当財団の業務のなかで一層大きな存在となっ   

ている。 

  ウ 自主事業は、事業部門としてはほとんど生涯学習部門と文化振興部門であるが、中   

には財団設立時からの事業や県からの移管・要請による事業があり、長年の継続によ

り事業目的や必要性、成果、行政施策との関連等が曖昧になっている場合がある。ま

た、財源は基本的に自主財源であり特定資産取崩に依存する面が大きいという課題が

ある。このため、中期経営計画（第 1 期）において自主事業の重点的な見直しに取り

組むとともに、それ以降も、事業コストの縮減、事業規模の縮小、優先度の低い事業

の廃止などを行い、自主事業費を圧縮させてきた。 

    また、事業数についても長期継続の事業の減少を図るとともに、複数の事業を大括

りにして一本化するなど、一部新規や事業内容の拡充などに取り組んできた。 

 

 （2）組織体制の状況 

  ア 当財団の組織体制は、事業部制的な形態を継続している。ただし、この間、課を廃   

止し部課制から部制へと簡素化を図った。 

    一般に言われるように事業部制では、各事業部が事業企画から運営実施まで一貫し   

て行い効率性が高い一方、部横断的な事業連携を努めて行わなければならないという   

課題がある。 

    当財団ではこれまで事業分野の拡大に伴い事業実施部門を中心に組織の新設・拡大   

を図ってきた一方、財団全体の経営戦略や企画調整、広報などを担う経営管理機能を

充実させる必要がある。 

  イ 職員の人数については、資料－２にあるように、これまで洗心庵の指定管理や総合   

文化芸術館の指定管理という増加要因があったものの最小限に留めている。 

    また、職員の構成は、資料－２にあるように従来から嘱託職員と臨時職員（いずれ   

も有期雇用）への依存が大きかった。 

    背景には、財団職員の確保方法として平成２３年度まで県職員派遣があり、設立時   

より業務の中核を担ってきたが、その後順次引き揚げられ、それを補完する形でフル
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タイムの嘱託職員を増やしてきたということがある。 

ウ 近年、労働契約法の改正があり、通算５年経過した有期雇用者の中から、無期雇用者

への転換を図ることが可能となった。 

   これを契機に、嘱託職員の業務ノウハウの蓄積と資質向上により中核的な人材を確

保・育成していくため、嘱託職員の無期転換化制度を令和元年度に導入し、各部門の状

況と個々の職員の状況に応じて実施してきた。 

 

 （3）財務の状況 

  ア 当財団の収入構成について、当財団の決算書の経常収益の内訳からみると、資料－   

３にあるように、主な収入は、指定管理料（令和４年度構成比 61.7%）、特定資産取崩

収入（同 18.9%）、特定資産運用益（同 8.6%）などという構成になっている。 

  イ 当財団において基本財産・特定資産の取崩しについては、金利水準の低下に伴う資   

産運用益収入の減少という事態を受けて、「財団において自主事業の規模を一定水準

に維持するため」平成１１年度に始まり、その後も資産運用益収入の減少を補う形で

取崩しを行ってきた。それに伴い、資料－４にあるように、基本財産・特定資産の残

高は、平成１１年度以降減少してきている。 

    これは経営基盤の脆弱化を招くことになるため、中期経営計画（第 1 期）では「特

定資産取崩額を各年度１億２千万円以下に抑えること」を収支改善目標に設定、第２

期では「特定資産取崩額を各年度１億円未満に抑える。ただし、県立図書館大規模改

修の財務面への影響に留意する。」という目標を設定している。第３期では、「特定資

産取崩額を各年度１億円未満に抑える。ただし、金融緩和による資産運用益減への対

処について留意する（併せて事業見直し）。」とし、これまで目標額未満にとどめるべ

く取り組んできた結果、当初予算ベースで令和５年度のみ１億円を９百万円超過する

予算となっているものの、第３期の単年度平均では、１億円を下回っている。 

 

 

第３ 基本方針（３つの視点） 

   これまでの中期経営計画の取組みの経緯や、当財団の現状と課題及び取り巻く環境の  

変化を踏まえ、本計画においては引き続き、基本方針として次の「３つの視点」を掲げ、

その下に「４つの重点施策」を掲げて取り組んでいく。 

  ■３つの視点 

   ○財団の原点に立ち返ること。 

      財団の原点とは、財団設立の理念であり、定款において目的や事業の規定に明     

記されている。（ 別紙 ） 

   ○経営の基礎固めをすること。 

      経営の基礎固めとは、持続的な経営を支える基盤（人材、財務など）を強化す     

ることである。 
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   ○経営の新たな取組みを目指すこと。 

      前２点を踏まえつつ、状況変化に対応しチャレンジしていく。 

 

  ■４つの重点施策 

   ○ 指定管理事業の継続   ○自主事業の再構築 

   ○ 組織力の強化      ○経営収支の改善 

 

    【 定 款 の 目 的 規 定（第３条）】 

     この法人は、県民の自発的な生涯学習及び文化活動並びに男女共同参画社会の形   

成促進を総合的に支援し、これらの活動を基盤とした生涯設計、社会生活の創造、   

地域文化の振興を図るとともに、地域社会の活性化を担う人材の育成に資するこ

とを目的とする。 

     〈注〉「文化活動」は、旧法人の寄附行為改正（平成１２年４月施行）により新たに記載さ       

れ、「男女共同参画社会の形成促進」は、新法人の定款（平成２４年４月施行）に新たに

記載された。 

 

 

第４ ４つの重点施策 

 １ 指定管理事業の継続 

  ３施設（県生涯学習センター・洗心庵、県男女共同参画センター及び県郷土館・県政史

緑地）については、公の施設の管理委託のときからの実績とノウハウがあり、当財団によ

る管理運営は施設目的の効果的な達成に寄与している。元々、これら施設の設置目的と当

財団の設立目的は重なり、これらの管理運営事業は当財団にとって欠かせないとも言える

存在である。また、新たに共同事業体として指定管理者に指定された総合文化芸術館につ

いても、同様に施設の設置目的と財団の設立目的が重なるものである。 

  ３施設については、総合文化芸術館を除く建物設備面を中心に老朽化が目立ち施設改修

等も生じてくることを踏まえて管理運営するとともに、新たな総合文化芸術館については、

共同事業体方式を踏まえて円滑な運営を図っていく。 

 

①  次期の指定管理者選定に向けた取組み 

   次期の指定管理者選定の予定は、生涯学習センター、洗心庵及び男女共同参画センタ

ーについては令和６年度に、県総合文化芸術館については令和６年度に、県郷土館・県政

史緑地については令和８年度に、それぞれ予定されているので、管理運営や事業の計画、

指定管理料の最適化など提案内容の策定に向け関係者と連携して早期に取り組んでいく。 

②  サービス提供力とコスト競争力の向上、利用者の増加 

   民間企業等との競争という環境の下、サービス提供力とコスト競争力の向上は重要で  

ある。 
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   生涯学習センター、洗心庵、男女共同参画センター及び文翔館においては、指定管理

者選定時の計画に加え、日常の指定管理業務においても利用者要望等への対応力を向上

させ利用者満足度のアップを図り、利用者の増加に結び付けていく。近年の ICT の進展

を見据えて、サービス向上と業務効率化、費用対効果の観点から、何らかの方法を取り入

れられないか検討する。 

   また、県総合文化芸術館については、共同企業体の代表として経営の安定化や集客の

増に向けた運営となるようにマネジメントしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 自主事業の再構築 

  自主事業は、指定管理事業と並んで当財団の事業の中核をなすもので、県民の生涯学習 

活動や文化活動等を支援しそれらの活動促進に寄与してきており、当財団の目的達成に欠 

かせないものである。しかし、社会情勢の変化や財団の財務状況の変化に伴い課題が生じ

てくるものもあることから、財源の在り方も含め必要な見直しを行い、効率的・効果的な

事業展開を図っていく。 

  中期経営計画（第 1 期）の取組みで重点的に自主事業を見直し前記のように絞込みを行 

い、一定程度の量的な見直し効果が上げられた。第２期の取組みでは、事業内容という質

的な面に重点を置いて見直しを行い、事業の内容拡充や一部廃止・新規などを進めてきた。   

第３期では、文翔館について観光資源という観点からインバウンド拡大に資するべくスマ

ートフォンを活用した外国語による施設案内を導入した。また、遊学館研修室におけるネ

ット環境の整備を実施した。更に、新型コロナウィルス感染拡大下での事業推進のため、

インターネットを利用したＷＥＢ会議や講演・研修の参加・配信に取り組んだ。 

今後も、事業内容の見直しを継続するとともに、財務状況が年々厳しくなりつつあるこ

とを踏まえ、特に長期間継続して実施している各種助成事業について、助成対象や金額な

どが適切かどうか、県などと連携して具体的なあり方について検討し見直していく。 

   

 

 ① 事業体系・内容の点検と事業見直し 

   次に掲げる県の関係計画の改定など環境変化に留意し事業体系を点検しながら自主  

事業の内容の見直しを継続するほか、上記のような事業見直しを図っていく。 

    県生涯学習振興計画（令和６年度改定予定）  

  取 組 内 容 ６年度 ７年度 ８年度 

① 次期の指定管理者選定に向けた取組み 

② サービス提供力とコスト競争力の向

上、利用者の増加 
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    県文化推進基本計画（令和６年度改定予定）  

②  事業評価の取組み 

   効率的・効果的な事業展開の観点から、これまでの取組みに引き続き、毎年度の数値

目標設定及びその成果検証を行っていく。    

③ 新たな事業の展開  

当財団の強みや特長を生かして新たな事業を構築していくことも重要である。まず、

長年継続実施している事業においては、社会の変化を踏まえて内容を見直し、充実を

図っていく。同時に当財団の施設、事業は複合的になっており、加えて近隣に類似分

野の施設も存在する。これを生かして引き続き近隣施設間の連携事業を推進していく。 

 また、いずれの施設も山形市中心部にあってアクセスに優れ、更に県郷土館は歴史

的な価値や観光資源としての価値が高い。新型コロナ感染症の流行も収まり、今後の

国内外からの観光客の増加が見込めることから、来館者対応の充実を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

３ 組織力の強化 

  当財団の設立目的である「県民の自発的な生涯学習及び文化活動並びに男女共同参画社

会の形成促進を総合的に支援し」ていくためには、財団が長期かつ継続して安定的に運営

されることが何よりも大切である。そのためには、社会情勢の変化に柔軟に対応しつつ事

業を円滑に遂行できる組織を維持し、その能力を高めていくことが重要である。 

  まず、組織体制については、状況変化を踏まえ適宜に見直すとともに、部門間調整や経

営企画などの機能強化を図っていく。 

  また、組織を支える職員については、当財団の職員構成の特徴を踏まえて、職員の資質 

向上と中核的な人材の確保に取り組んでいく。 

①  組織体制と職員配置の見直し 

   指定管理事業の内容や業務の変更、自主事業の見直し等による業務内容や業務量の変

動に合せて組織体制と職員配置の見直しを行う。 

②  経営管理機能の強化 

   部門間調整・連携を密にしつつ、財団経営の安定化や効率化を図っていく。 

③  人材力の向上 

   公益法人管理をはじめ各専門分野に関して開催される外部研修に積極的に職員を派遣

して、専門知識の習得や技能の向上を図る。 

    

  取 組 内 容 ６年度 ７年度 ８年度 

① 事業体系・内容の点検と事業見直し 

② 事業評価の取組み 

③ 新たな事業の展開 
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 ４ 経営収支の改善 

  収入に関しては、社会経済情勢の変化を適宜反映させることを念頭に置いて、指定管理

料の精査を行い適正な水準が確保できるよう県との協議に努めるとともに、特定資産の運用

は元本の安全性に配慮しつつ、できる限り有利な運用を行っていく。また費用に関しては、

種々の方策により経費の縮減を図る。 

  収支改善に関し、これまでの中期経営計画では厳しい財務状況を踏まえ収支改善目標を

設定して、特定資産取崩額の抑制に努め毎年度目標を達成してきたことを踏まえて、本計画

においても収支改善目標（特定資産取崩額の上限額）を設定して取り組むこととする。 

 

①  収益の増加 

   資産運用については、これまで超低金利の状況を踏まえ債券運用において適切なリス

ク管理を行ったうえで社債購入も行っている。今後は、社債による運用を推進するとと

もに、新たな効率的な運用方法を検討していく。 

   また、利用料金収入について施設利用者増加の取組みにより利用率向上と収入増加を

図り、事業収入については、受益者負担の適正化の観点から自主事業等の講座や主催公

演等の参加者負担金の見直しを図りつつ参加者数の増加により収入増加を図る。 

   さらに、行政や民間団体等における助成制度の積極的な活用や寄付金の募集について

検討し、財源の確保を図っていく。 

 ② 費用の削減 

   各種経費について、部門間の共同実施等の方策も探りながら、効率的な経費の執行を  

図る。 

   また、引き続き各部共通の費用項目（講師等謝金、助成金の助成率等）に係る支出基  

準を見直していくとともに、職員のコスト意識や省エネ意識の定着を図ることにより事  

務費・管理費等のコスト削減を図る。 

 ③ 収支改善の目標設定 

第１期の中期経営計画では「特定資産取崩額を各年度１億２千万円以下に抑える」と  

いう目標を設定、第２期計画では「各年度１億円未満に抑える。ただし、県立図書館大

規模改修の財務面への影響に留意する。」という目標を設定、第３期では、「特定資産取

崩額を各年度１億円未満に抑える。ただし、金融緩和による資産運用益減への対処につ

いて留意する（併せて事業見直し）。」という目標を設定した。 

  取 組 内 容 ６年度 ７年度 ８年度 

①組織体制と職員配置の見直し 

②経営管理機能の強化 

③外部研修に積極的に派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

今期においては、長期化している低金利の経済情勢や円安の為替動向等を勘案しつつ

も、財団の長期存続のためには毎年度の特定資産の取崩額の圧縮が喫緊の課題であるこ

とから、予算及び決算いずれにおいても「各年度の特定資産の取崩額は前年度取崩額を

下回ること。」とする。 

 

 

 

 

  【 各年度の特定資産取崩額  】 

                    （単位：千円） 

年 度 当初予算額 決 算 額 

平成２２年度 １５３,０００ １２８,５９６ 

平成２３年度 １６０,０００ １２３,７４４ 

平成２４年度 １３９,２８６  ９３,１４２ 

平成２５年度 １３１,１７６ ８５,８００ 

平成２６年度 １１５,９４４ ８３,０００ 

平成２７年度 １０３,８７９ ７７,０００ 

平成２８年度 ９７,７５０ ８０,５００ 

平成２９年度 ９７,７５０ ８０,５００ 

平成３０年度 ９７,５００ ８３,５００ 

令和 元年度 ９７,５００ ８１,８３０ 

令和 ２年度 ９７,５００ ７０,０００ 

令和 ３年度 ９２,０００ ７１,５００ 

令和 ４年度 ９３,０００ ７３,７００ 

令和 ５年度 １０９,０００ （未 定） 

 

④ 長期的な経営スキームの検討 

   これまでの取組みの経緯や各年度の財務状況をもとに、今後の当財団の事業構成及び  

それを踏まえた収支等の財務見通しなど、長期的な経営のスキームについて検討し  

ていく。 

特に、これまでは、安全かつ有利な金融商品による運用に徹してきたことから国債や

地方債、及び経営が安定しているとの評価のある民間企業の社債を購入し満期保有によ

る収益確保を行ってきたが、国内において低金利状態が長期にわたって継続しているこ

とから、運用利回りが低迷している。 

この状況を踏まえ、当財団における資金運用の手法等について、新たにどのようなこ

とが可能なのか調査研究・検討を進めていく。 
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【 各年度の特定資産運用利回り 】 

 債権保有残高（帳簿価

格）（A）(千円) 

特定資産受取利息額

（B）(千円) 

利回り(B)／(A) 

    （％） 

平成２９年度 ２,９４９,６０１ ２９,６７０ １.００６％ 

平成３０年度 ２,６５６,３３９ ３０,４０６ １.１４７％ 

令和 元年度 ２,６５５,０６１ ３２,３３６ １.２１８％ 

令和 ２年度 ２,６５３,７８３ ３２,３１９ １.２１８％ 

令和 ３年度 ２,７５２,５０５ ３２,６５０ １.１８６％ 

令和 ４年度 ２,６５１,１２７ ３３,４７８ １.２６３％ 

令和 ５年度※ ２,６５１,１２７ ２３,７３０ ０.８９５％ 

※令和５年度は当初予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 計画の推進 

  中期経営計画では計画期間中の財団運営の基本的な方針を定めることとしており、その 

実行に当たっては必要に応じ当該項目の実施計画を作成していくこととする。 

  本計画に掲げる施策事項について、毎年度進捗状況を把握し進行管理を行う。また、計 

画期間中に新たな環境変化や課題等が明らかになった場合は、適宜計画変更を行う。 

  こうした計画を定め経営改善を進めていくためには、計画に盛り込んだ施策事項を各部 

門及び担当者が具体的に実施し行動していくことが必要であり、各職員の理解のもと組織 

をあげて取り組んでいくものとする。 

  

  取 組 内 容 ６年度 ７年度 ８年度 

①収益の増加 

②費用の削減 

② 収支改善の目標設定 

③ 長期的な経営スキームの検討 
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 別 紙  

 

公益財団法人山形県生涯学習文化財団 定款   

 

 

  〇目 的（第３条） 

    この法人は、県民の自発的な生涯学習及び文化活動並びに男女共同参画社会の形成 

  促進を総合的に支援し、これらの活動を基盤とした生涯設計、社会生活の創造、地域 

  文化の振興を図るとともに、地域社会の活性化を担う人材の育成に資することを目的 

  とする。 

 

    〈注〉「文化活動」は、旧法人の寄附行為改正（平成１２年４月施行）により新たに記載され、 

     「男女共同参画社会の形成促進」は、新法人の定款（平成２４年４月施行）に新たに記載さ 

     れたもの。 

 

 

  〇 事業（第４条） 

   １ この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

    (1) 生涯学習及び文化の振興並びに男女共同参画社会の形成に係る調査、研究、支援 

     及び啓発等に関する事業 

    (2) 先導的な生涯学習の講座及び研修会の開催並びに文化鑑賞の機会の充実に関  

     する事業 

    (3) 地域、企業等の生涯学習及び文化活動の指導者の育成、交流等に関する事業 

    (4) 男女共同参画社会づくりを目的とした団体・グループの支援・交流・相談への対 

    応、情報収集・提供等に関する事業 

    (5) 地域の活性化を担う人材の育成に関する事業 

  

   (6) その他、この法人の目的を達成するために必要な事業 

   ２ 前項の事業は、山形県内において行うものとする。 

 

   （注）（1）中の「文化の振興」、（2）中の「文化鑑賞の機会の充実」及び（3）中の「文化活動」 

     は、旧法人の寄附行為改正（平成１２年４月施行）により新たに記載されたもの。 

      （1）中の「男女共同参画社会の形成」及び（4）は、新法人の定款（平成２４年４月施行） 

     に新たに記載されたもの。 
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資料-１

  財 団 の 事 業 構 成

　（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

256,087 69.1 236,547 66.3 236,921 65.6

106,922 28.8 115,167 32.3 119,083 32.9

7,684 2.1 5,195 1.5 5,428 1.5

370,693 100.0 356,909 100.0 361,432 100.0

（注）事業費合計は、経常費用（事業費、管理費）のうちの事業費の金額である。

資料-２

財 団 の 常 勤 職 員 構　成

　　　　（単位：名）

　嘱　託　職　員

　　（うち県・財団OB）

（注）各年度とも年度当初現在である。
　　　平成２５年度以降、嘱託職員に管理員１名を含む。

3

38

平成２８年度

1

34

（11）

2 2

38 38

35

（11） （11）

35

平成２８年度

計

　正　職　員

　臨　時　職　員

  令和４年度
  令和元年度

  （平成３１年度）

1 1

　　指定管理事業

　　自主事業

　　受託事業（指定管理以外）

　　　事業費合計

  令和４年度
  令和元年度

（平成３１年度）
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資料-３

財 団 の 収 入 構 成 （ 経 常 収 益 の 内 訳 ） 

(単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（注）科目名は、分かりやすく、決算書の科目と異なる名称にしているものがある。
　　　他団体からの事務負担金は、「その他」に含めている。

0.5

100.0

224,064

80,834

平成２８年度

30,681

15,196

15,200

5,428

59.5

21.5

8.2

4.0

4.0

1.4

0.9

　特定資産運用益

　補助金・負担金収入

3,515

1,787

376,705

　利用料金収入

　その他

合　　　　計

　その他の受託収入

　事業収入

33,478 8.6 32,336 8.6

1.4

9,567

73,700 18.9 81,830 21.7

科　　目　　名

　指定管理料

　特定資産取崩収入

令和４年度
令和元年度

（平成３１年度）

240,254 61.7 227,701 60.4

2.4 13,304 3.5

18,221 4.7 9,531

389,725 100.0 376,929 100.0

2.5

3,878 1.0 1,788 0.5

7,574 1.9 5,195 1.4

3,053 0.8 5,244
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資料-４

　　　財 団 の 特 定 資 産 （  基 本 財 産 ）  の 推 移

　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

当期組入額 当期取崩額 期末残高 備　　　　　　考

平成10年度 - - 5,056,440

平成11年度 - 20,000 5,036,440

平成12年度 - 24,000 5,012,440

平成13年度 - 35,000 4,977,440

平成14年度 206,280 60,000 5,123,720 国債売却益等による組入れ

平成15年度 - 90,000 5,033,720

平成16年度 45,950 170,000 4,909,670
県長寿社会推進機構からの寄付金に
よる組入れ

平成17年度 - 265,000 4,644,670
やまがた教育振興財団への寄付
100,000

平成18年度 - 215,000 4,429,670
やまがた教育振興財団への寄付
100,000

平成19年度 - 165,000 4,264,670
やまがた教育振興財団への寄付
40,000

平成20年度 - 180,000 4,084,670
県社会貢献活動促進基金への寄付
50,000

平成21年度 16,704 134,265 3,967,109 地方債売却益等による組入れ

平成22年度 2,701 128,596 3,841,214 債券の償却原価法適用による組入れ

平成23年度 2,702 123,744 3,720,172 債券の償却原価法適用による組入れ

平成24年度 2,701 93,142 3,629,731 債券の償却原価法適用による組入れ

平成25年度 511 85,800 3,544,442 債券の償却原価法適用による組入れ

平成26年度 289 83,000 3,461,731 債券の償却原価法適用による組入れ

平成27年度 290 77,000 3,385,021 債券の償却原価法適用による組入れ

平成28年度 290 80,500 3,304,811 債券の償却原価法適用による組入れ

平成29年度 290 80,500 3,224,601 債券の償却原価法適用による組入れ

平成30年度 △ 922 83,500 3,140,179 債券の償却原価法適用による組入れ

令和元年度 △ 1,278 81,500 3,057,401 債券の償却原価法適用による組入れ

令和２年度 △ 1,278 70,000 2,986,123 債券の償却原価法適用による組入れ

令和３年度 △ 1,278 71,500 2,913,346 債券の償却原価法適用による組入れ

令和４年度 △ 1,278 73,700 2,838,368 債券の償却原価法適用による組入れ

計 272,674 2,490,747 ―
やまがた教育振興財団等への寄付を
除いた場合の取崩額は2,200,747

（注）平成２３年度まで基本財産で、平成２４年度以降は特定資産である。


